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備　　前　　市　　施　　策　　評　　価　　シ　　ー　　ト

⑥ 施策成果指標（基本目標・基本施策・施策意図から設定）
施　策　名
（小項目）

障がいがある人への福祉の充実
コード 作

成
者

役職 保健福祉部　社会福祉課長

04-06-20
氏名 柴垣桂介

施策に対する成果指標名
単
位

過年度実績 評価年度 成果指標の計算式の説明
ベンチマークの説明

目標値
電話 0869-64-1824 H23 H24 H25

H34 170

このシート作成に要した時間 10.0 時間 成
果
指
標

一般就労や就労の福祉サービ
スを利用する人数

目標 100 120 130
就労を希望する障がい者に生産活動の機
会を提供する。

H26 136

実績 133 127 145 H28 150

この施策の
アピール
ポイント

障がい者が安心して暮らせるよう、心身障がい者の入院を伴う医療費の負担軽減や特定疾患に認定されてい
る方に対する交通費補助については、市の独自施策として行っている。

達成率 133.0 105.8 111.5
ベンチマーク － －

参
考
指
標
①

生活訓練事業の参加者数

目標 120 105 110 障がい者の参加希望者増が、ひいては自
立につながるため、地道に事業を継続し
ていく。

H26 100

実績 102 98 98 H28 120

達成率 117.6 107.1 112.2 H34 140

この施策の
平成25年度の

施政方針

「備前市障がい者計画」に定める基本理念や基本的視点に即して、障がいのある人の自立、社会参加、権利
擁護、相談等の支援に取り組んでいるところであります。平成２５年度は、「障害者自立支援法」が「障害
者総合支援法」に改正、施行されたことに伴い、身体、知的、精神の３障がいに難病が加わることで、より
広範囲なサービス提供を行うとともに、本市独自の施策についても引続き実施してまいります。

ベンチマーク － －

－

参
考
指
標
②

発達障がい支援個別ファイル
の作成

目標 - - - 個別ファイルを必要に応じて関係機関に
提示することで、成長過程に応じた一貫
した支援が受けられる。

H26 3

実績 - - - H28 10

達成率 #VALUE! #VALUE! #VALUE! H34 30
ベンチマーク －

参
考
指
標
③

「市民ふれあい福祉まつり」
への参加者数

目標 2,350 2,350 2,350

ベンチマーク

障がい者、高齢者等、誰もが社会参加で
きる交流の場を提供し、参加者の増加を
図る。

H26 2,350

実績 2,200 2,200 2,200 H28 2,350

達成率 106.8 106.8 106.8 H34 2,500

－ －

⑦ 目標達成に必要な新規事業（裏面 施策構成事務事業以外の事業）及び連携させる他部署の事業

＜備前市総合計画の内容から記載する＞
実施主体 新規に必要な事業・連携が必要な事業 説明・期待される効果

市 発達障がい支援事業
組織内の横断的連絡協議体制を整備し、発達障がいへの相談・連
携・啓発による支援を行う。

① 政策の体系
基本構想（大項目） 土台となる政策（安全・安心）

市 障害者虐待防止支援事業
組織内の横断的連絡協議体制を整備し、障がい者虐待の防止、養親
者等への相談支援を行う。

基本計画（中項目） 誰もがいつまでも安心して暮らせるまち

② 対象と目的
障がいのある人が、生きがいを持って、安心して暮らせるよう、障がい者の需要に応じた事業を実施することに
より、障がい者の自立と社会参加の促進を図る。（誰のために、何の

ために） ⑧ 施策の評価

③ 現況と課題 すべての市民が人として尊厳を持ち、住み慣れた地域や家庭で、障がいの有無にかかわらず安心して暮らしてい
ける、ともに支え合う地域福祉社会の形成がこれまで以上に重要となる。そのため、障がい者の自立と社会経済
活動への参画を促進するため、障がいへの理解や交流、就労の場の確保、各種サービスの充実、相談支援体制の
強化が必要があります。また、施設の面では、障がい児の通所施設や短期入所の施設が不足しており、これらの
整備に取り組んでいく必要があります。

項　　　目 評価
5：非常に高い　4：高い　3：どちらともいえない　2：低い　1：非常に低い

判　断　理　由　（なぜ、そのランクと評価したのか）

（総合計画から現在
の問題点を抽出）

1
＜成果指標の妥当性＞
　施策の目的・成果を表現し
ているか？

4 福祉関係団体等と各種事業について協同で実施しており、成果指標としては妥当である。

④ 施策展開
事業主に障がい者の雇用について理解と協力を求め、就労の確保に努める。

2
＜事業構成の適当性＞
　手段は最適か？ 4 障がい者福祉の基本である地域生活支援並びに自立支援事業等は、厳格な審査に基づく事業で

あり、現手法は最適と考える。
発達障がいの早期発見に努め、子どもから大人まで、切れ目のない支援を行う。

（総合計画の施策部
分から、実施する施
策を抽出）

相談支援専門員の増員や職員の資質向上など、相談体制の強化を図る。

障がいの正しい理解や虐待などを防ぎ、権利擁護意識を高める啓発活動を推進する。

障がい者に対応したスポーツ、芸術・文化活動や交流の場を充実させていく。

3
＜施策の有効性＞
　指標分析、評価年度･ 中長
期の達成見込みは？

4 障がい者にとって、最も必要な福祉サービスを行っており有効である。
障がい児の通所施設や短期入所施設の誘致に取り組む。

⑤ 市民意識調査による施策の重要度・満足度

進行年度(H26年度)の取組内容
（課 題 解 決 状 況）

発達障害者支援体制整備事業に取り組んで３年目となり、関係担当者の連絡会議は定着しつつあり、
情報の共有化や連携が進みつつある。今年度は、臨床心理士による巡回相談を、保育園、幼稚園で実
施し、ペアレント・トレーニングなど保護者支援を図る。
また、就労支援の一つとして、障がい者就労施設等から調達できる物品を紹介するカタログなどを作
成し、障害者優先調達の推進を図る。

調査年度 H25

重要度 3.79

満足度 2.44

翌年度(H27年度)の取組目標

組織内の横断的連絡協議の中で、発達障がい支援個別ファイルの活用法を検討し、一貫した支援が受
けられるように進める。
相談支援専門員など関係者による研修会や専門家による講演会などを実施し、障がい福祉サービス運
用についての体制整備や市民への周知を図る。

二次評価者コメント 障がい者の社会参加と自立促進を図るため、施策全般の周知と相談体制の強化に
努めて下さい。また、発達障がいや虐待など他部署、他の機関等との連携も必要
ですので、普段から連絡を密にお願いします。障害者優先調達の推進について
は、周知のための啓発も併せて検討してください。

基本施策への
貢献度

役職 福祉事務所長

4 やや高い氏名 横山雅一

調査結果に対するコメン
ト、市民の反応等

障がい者の高齢化、障がいの重度化が進む中で、障がい者自身の自立、社会参加意識が高まっており、障が
い者が生きがいをもって地域で生活できる環境整備を引き続き行う必要がある。調査対象でない施策

は、市民の反応等

＜見直し領域＞
その施策や事業が必要
か否かの検討が必要

＜維持領域＞
現状の方向を継続

＜強化領域＞
内容等を見直し、市民
満足度を高める事業を
行う

＜検討領域＞
その施策や事業の存続
の検討が必要
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5
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10 特定疾患医療附帯療養交通費補助事業

11

12

14

施策構成事務事業の評価

施策を構成する
事　務　事　業

細　　事　　業

事　業　費　等　（単位：千円，人）

平成26年度

直　接
事業費

人件費 人工数

施策への
貢献度

事業
分類

平成23年度 平成24年度 平成25年度

人工数
直　接
事業費

人件費 人工数 当初予算
☆☆☆☆☆
　　～　☆

直　接
事業費

人件費

925 932

戦没者遺族連合会補助事業 単市 188 84

0.10 699 2,277 0.25 766 1,458 0.17 1,055 ☆☆

0.01 187 397 0.05 188 466 0.05 188 ☆

原爆被爆者会補助事業 単市 29 65

1 戦没者追悼事業

戦没者追悼式事業 単市

0.01 0 0 0.00 0 0 0.00 0 ☆

2 災害見舞金給付事業
災害見舞金給付事業 単市 39 406 0.04

283 0 0.00

30 79 0.01 144 173 0.02 261 ☆

地方債管理事業 単市 291 159 0.02 300 173 0.02 314 ☆

3 地域生活支援事業

要約筆記奉仕員派遣事業 補助 190

補助 100

身体障害者用自動車運転免許取得・自動車改造助成事業

0 0.00 190 159 0.02 190 173 0.02 190 ☆☆☆

要約筆記奉仕員養成事業 補助 230

障害者生活訓練事業 補助 140

障害者スポーツ教室開催事業

0 0.00 220 79 0.01 220 331 0.04 220 ☆☆☆

0 0.00 140 0 0.00 140 140 ☆☆☆☆

12 0.01 100 0 0.00 100 100 ☆☆☆

補助 200 0 0.00 282 96 0.02 200 124 0.02 200 ☆☆

福祉機器リサイクル事業 補助 100

重度身体障害者等日常生活用具給付等事業 補助 8,268

相談支援事業

0 0.00 150 79 0.01 150 94 0.01 150 ☆

642 0.13 8,117 2,622 0.35 7,169 2,560 0.33 8,307 ☆☆☆☆☆

補助 4,982 1,309 0.17 7,756 2,005 0.30 7,155 1,954 0.25 7,156 ☆☆☆☆☆

移動支援事業 補助 6,717 176 0.02 6,508 240 0.05 6,375 665 0.09 7,572 ☆☆☆☆

手話奉仕員派遣事業 補助 75 67 0.01 0 159 0.02 4 173 0.02 50 ☆☆☆

手話奉仕員養成事業 補助 230 0 0.00 230 79 0.01 230 173 0.02 230 ☆☆☆

地域活動支援センター事業 補助 351 20 0.00 562 144 0.03 133 185 0.03 900 ☆☆☆☆

日中一時支援事業 補助 1,680 107 0.01 4,285 240 0.05 5,680 855 0.12 6,675 ☆☆☆☆

IT機器講師派遣事業 補助 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　 0 * 休止

福祉電話貸与事業 補助 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　 47 ☆

難病患者等居宅生活支援事業 補助 65 0 0.00 18 79 0.01 0 0 0.00 0 ☆☆

障害者虐待防止事業 補助 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　 354 1,118 0.14 219 ☆☆☆☆

4 障害者福祉増進事業

身体障害者福祉増進事業 単市 443 157 0.03 301 1,378 0.19 484 950 0.12 274 ☆☆

身体障害者福祉協会補助事業 単市 391 279 0.03 390 445 0.06 391 951 0.12 500 ☆☆

発達障害者支援体制整備事業 補助 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　 724 2,298 0.32 894 ☆☆☆☆☆

在宅心身障害児（者）自立促進事業 ゆずりは作業所運営事業 単市 3,301 238 0.03 3,302 159 0.02 3,302 106 0.01 3,302 ☆☆☆

6 自立支援給付事業

自立支援給付事業 法定 375,131 3,540 0.50 421,922 1,912 0.32 424,899 615 0.11 435,784 * 法定事務

サービス利用計画作成事業 法定 39 9 0.00 355 144 0.03 514 482 0.07 7,541 * 法定事務

就労移行支援事業 法定 18,593 27 0.00 15,219 478 0.08 13,430 217 0.03 13,563 * 法定事務

就労継続支援事業 法定 111,957 72 0.01 139,522 334 0.05 164,086 62 0.01 165,047 * 法定事務

自立訓練事業 法定 6,300 0 0.00 1,618 48 0.01 7,602 185 0.03 7,565 * 法定事務

補装具費給付事業 法定 5,037 264 0.04 6,429 2,049 0.27 6,536 2,815 0.37 6,944 * 法定事務

障害程度区分認定事業 補助 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　 376 1,207 0.17 258 * 法定事務

障害認定調査事業 法定 554 408 0.06 2,088 1,115 0.18 2,148 253 0.03 2,861 * 法定事務

障害認定審査会事業 法定 493 298 0.04 1,439 1,131 0.19 751 343 0.04 1,205 * 法定事務

障害者福祉計画策定事業 障害福祉計画策定事業 法定 467 3,750 0.38 0 0 0.00 0 0 0.00 578 * 法定事務

8 障害者手帳交付事業

障害者手帳交付事業 法定 109 2,380 0.27 45 1,060 0.12 73 991 0.13 109 * 法定事務

療育手帳交付事業 法定 10 570 0.06 44 742 0.08 10 91 0.01 15 * 法定事務

精神障害者保健福祉手帳交付事業 法定 20 842 0.09 0 450 0.05 7 305 0.04 11 * 法定事務

9 障害者医療費給付事業

更生医療給付事業 法定 9,600 464 0.10 10,957 938 0.13 14,892 2,002 0.26 21,738 * 法定事務

精神通院医療給付事業 法定 0 2,946 0.33 0 2,586 0.30 0 2,460 0.31 0 * 法定事務

心身障害者医療費給付事業 法定 58,468 3,131 0.34 54,716 5,338 0.58 54,386 870 0.11 57,469 * 法定事務

特定疾患医療附帯療養交通費補助事業 単市 1,992 198 0.04 1,984 794 0.10 1,932 554 0.07 2,021 ☆☆☆☆

児童福祉年金給付事業 児童福祉年金給付事業 単市 1,087 0 0.00 1,128 397 0.05 1,155 465 0.06 1,194 ☆☆

特別障害者手当等給付事業 特別障害者手当等給付事業 補助 10,226 130 0.03 10,160 556 0.07 9,331 1,196 0.15 12,035 ☆☆☆

13 障害者相談員委託事業

身体障害者相談員委託業務 補助 337 47 0.01 264 238 0.03 216 309 0.03 264 ☆☆☆☆☆

知的障害者相談員委託業務 補助 153 79 0.01 150 238 0.03 96 138 0.02 120 ☆☆☆☆☆

精神障害者相談員委託業務 単市 ―　 ―　 ―　 48 0 0.00 48 69 0.01 96 ☆☆☆☆☆

市民ふれあい福祉まつり事業 市民ふれあい福祉まつり事業 単市 450 1,222 0.12 450 1,995 0.22 430 3,662 0.43 430 ☆☆☆☆

この施策に費やした資源（単位：千円，人）
平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

629,950 24,871 3.03 702,296 33,418 4.37 737,317 34,271 4.41 775,792


